
平成 31 年度税財政等に関する提案（抜粋） 

 

平成３０年１１月 

全 国 知 事 会 

 

Ⅱ 地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保・充実等 

 

（６）幼児教育・高等教育の無償化等への対応 

骨太の方針においては、「人づくり革命の実現と拡大」として、幼稚

園、保育所、認定こども園等の幼児教育無償化の加速、保育の受け皿整

備や保育士の更なる処遇改善による待機児童問題の解消、真に支援が必

要な所得が低い家庭の子供たちに対する大学等の授業料の減免措置や給

付型奨学金の拡充等による高等教育無償化などを進め、これらによる２

兆円規模の政策を実行し、子育て世代、子供たちに、大胆に政策資源を

投入することで、我が国の社会保障制度を「全世代型」の制度へと大き

く転換していくこととされている。 

これらの施策には、地方が重要な役割を担う取組みが含まれているこ

とから、国と地方の役割分担や負担のあり方を早急に示した上で、主な

担い手である地方と十分協議するとともに、国の責任において、必要な

地方財源をしっかりと確保すべきである。 

なお、高等学校等就学支援金制度については、私立高等学校等の実質

無償化を、その財源の確保も含めて国の責任において確実に実施すると

ともに、所得の判断基準のあり方や支給月数の制限、単位制高校進学者

に対する支給制限などの問題に対応すべく、制度の更なる拡充・見直し

を図るべきである。 

スタンプ



高等教育段階における教育費負担軽減制度の実施に向けた緊急提言 

 

平成２９年１２月に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」において、

どんなに貧しい家庭に育っても、意欲さえあれば大学等に進学できる社会へと変

革する「高等教育の無償化」を実現するため、授業料等の減免措置の拡充と併

せ、給付型奨学金の支給額を大幅に増やすことが示され、２０２０年４月から実

施することとされた。 

また、平成３０年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針   

２０１８」において、無償化の対象範囲等が示されたことを踏まえ、文部科学省は、

国と都道府県の役割分担を含めた制度の実施・運用に関する事項について検討・協

議を行い、来年の通常国会に関連法案を提出するとしているが、政府予算案の決定

が目前に迫っている中にあって、現段階では具体的な内容について協議が調って

おらず、都道府県の財政負担や新たな事務負担が懸念される。 

この制度の実効性を高め、国と都道府県による円滑な事務が行われるよう、都

道府県と十分協議するとともに、次のことを要請する。 

 

１ 真に支援を必要とする者の負担軽減を図るという制度の趣旨に則り、授業料

及び入学金の減免措置は、本来個人に給付されるべき額が確実に大学等に交付

される制度設計とすること。 

また、国と地方の負担の在り方の検討に当たっては、詳細な根拠等を示した上

で、早急に地方と十分協議するとともに、新たな地方負担が生じることのないよ

う、既存の財政措置と明確に区別し、別途国の責任において、必要な地方財源を

確実に措置すること。 

 

２ 都道府県が設置する公立大学や専門学校、都道府県が所轄庁となる私立専門

学校に係る機関要件の確認や交付等の事務を都道府県が担う場合には、それぞ

れの実情を十分に踏まえつつ、次のことを確実に実施すること。 

（１）全国統一的な手続きが円滑に遂行できるよう、国の責任において、明確な

指針を策定すること。 

また、その指針は、実施に必要な準備期間を十分に確保することができる

よう、早期に策定し、都道府県に示すこと。 

（２）必要となる標準的な事務処理体制を提示するとともに、事務の実施に必要

な財源措置を講じ、その財源は全額国費とすること。 

また、多くの私立専門学校を所轄する都道府県では、膨大な事務負担が想 

定されることから特に配慮すること。 

 

平成３０年１１月７日 

 

全国知事会 会長        埼玉県知事 上 田 清 司 

文教環境常任委員長 秋田県知事 佐 竹 敬 久 
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